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育児休業細則変更事項
	変更前

	【育児休業細則】

（育児短時間勤務）
第十二条　職員で３歳に満たない子と同居し、養育する者は、法人に申し出て、以下のように変更することができます。
　　　　　　短時間勤務者の始業・終業の時刻は、所属長を通じて個々に決めることとします。但し、一日の就労時間は７時間３０分（うち休憩１時間）とします。

　　　二、　一にかかわらず、次の職員は、育児短時間勤務をすることができません。
　　　　　（１）　日雇労働者
　　　　　（２）　育児休業協定により育児短時間勤務の対象から除外することとされた次の職員
　　　　　　　　　①　入社１年未満の職員
　　　　　　　　　　②　１週間の所定労働日数が２日以下の職員
　　　三、　適用のための手続きについては、第３条から第５条までの規定を準用します。



	変更後


	【育児休業細則】

（育児短時間勤務）
第十二条　職員で３歳に満たない子と同居し、養育する者は、法人に申し出て、以下のように変更することができます。
　　　　　　短時間勤務者の始業・終業の時刻は、所属長を通じて個々に決めることとします。但し、一日の就労時間は原則として７時間（うち休憩１時間）としますが、職員が希望すれば就労時間７時間を超えて定めることができます。
　　　二、　一にかかわらず、次の職員は、育児短時間勤務をすることができません。
　　　　　（１）　日雇労働者
　　　　　（２）　育児休業協定により育児短時間勤務の対象から除外することとされた次の職員
　　　　　　　　　①　入社１年未満の職員
　　　　　　　　　　②　１週間の所定労働日数が２日以下の職員
　　　三、　適用のための手続きについては、第３条から第５条までの規定を準用します。
（育児のための所定外労働の免除）

第十五条　３歳に満たない子を養育する職員（日雇職員を除く）が当該子を養育するために申し出た場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、所定労働時間を超えて労働をさせることはありません。 
二、前項にかかわらず、労使協定によって除外された次の職員からの所定外労働の免除の申出は拒むことができます。 
（１）入社１年未満の職員 
　　　　　（２）１週間の所定労働日数が２日以下の職員
三、申出をしようとする者は、１回につき、１ヶ月以上１年以内の期間（以下この条において「免除期間」という。）について、免除を開始しようとする日（以下この条において「免除開始予定日」という。）及び免除を終了しようとする日を明らかにして、原則として、免除開始予定日の１ヶ月前までに、育児のための所定外労働免除申出書を法人に提出するものとします。この場合において、免除期間は、第六条第三項に規定する制限期間と重複しないようにしなければなりません。 
四、法人は、所定外労働免除申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがあります。 
五、申出の日後に申出に係る子が出生したときは、所定外労働免除申出書を提出した者（以下この条において「申出者」という。）は、出生後２週間以内に法人に所定外労働免除対象児出生届を提出しなければなりません。 
六、免除開始予定日の前日までに、申出に係る子の死亡等により申出者が子を養育しないこととなった場合には、申出されなかったものとみなします。この場合において、申出者は、原則として当該事由が発生した日に、所属長にその旨を通知しなければなりません。
七、次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、免除期間は終了するものとし、当該免除期間の終了日は当該各号に掲げる日とします。 
（１）子の死亡等免除に係る子を養育しないこととなった場合　

当該事由が発生した日 
（２）免除に係る子が３歳に達した場合　

当該３歳に達した日 
（３）申出者について、産前産後休業、育児休業又は介護休業が始まった場合

産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日 
八、七（１）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に、所属長にその旨を通知しなければならない。
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